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計算書類に対する注記(法人全体) 

 

1．継続事業の前提に関する注記  該当なし 

 

2．重要な会計方針 

(1)有価証券の評価基準及び評価方法 

①満期保有目的の債券等：償却原価法（定額法）によっている。 

②上記以外の有価証券 

・時価のあるもの：市場価格に基づく時価法によっている。 

・時価のないもの：移動平均法による原価法によっている。 

 

(2)たな卸資産の評価基準及び評価方法  該当なし 

 

(3)固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産：定額法によっている。 

②無形固定資産：定額法によっている。 

③リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産）：該当なし 

④長期前払費用：該当なし 

 

(4)引当金の計上基準 

①徴収不能引当金 

債権の回収不能に備えるため、一括評価債権については過去の徴収不能額の発生割合により、個

別評価債権については個別に徴収可能性を勘案して徴収不能見込額を計上している。 

②賞与引当金 

職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。 

③退職給付引当金 

職員の退職給付に備える為、当期末における退職給付債務に基づき、当期末において発生している

と認められる額を計上している。 

 

(5)消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっている。 

 

3．重要な会計方針の変更  該当なし 

 

4．法人で採用する退職給付制度 

退職給付制度は、法人の職員退職手当に関する規程に基づいて退職給付を行っている。 
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5．法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分 

当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。 

(1)法人全体の計算書類(第 1 号第 1 様式、第 2 号第 1 様式、第 3 号第 1 様式) 

(2)事業区分別内訳表(第 1 号第 2 様式、第 2 号第 2 様式、第 3 号第 2 様式) 

 当法人は、社会福祉事業のみ実施しているため省略している。 

(3)社会福祉事業における拠点区分別内訳表(第 1 号第 3 様式、第 2 号第 3 様式、第 3 号第 3 様式) 

(4)公益事業における拠点区分別内訳表(第 1 号第 3 様式、第 2 号第 3 様式、第 3 号第 3 様式) 

 当法人では、公益事業を実施していないため作成していない。 

(5)収益事業における拠点区分別内訳表(第 1 号第 3 様式、第 2 号第 3 様式、第 3 号第 3 様式) 

当法人では、収益事業を実施していないため作成していない。 

(6)各拠点区分におけるサービス区分の内容 

ア 法人運営拠点（社会福祉事業） 

「法人運営事業」 

「企画広報事業」 

「地域福祉事業」 

「ボランティアセンター運営事業」 

「共同募金配分金事業」 

「福祉資金貸付事業」 

「福祉相談事業」 

「福祉サービス利用援助事業」 

「成年後見事業」 

イ 介護保険事業拠点（社会福祉事業） 

「居宅介護支援事業」 

「福田地域包括支援センター運営事業」 

 

6．基本財産の増減の内容及び金額 

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。 

(単位:円) 

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

定期預金 5,100,000 0 0 5,100,000 

合計 5,100,000 0 0 5,100,000 

 

7．会計基準第 3 章第 4(4)及び(6)の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩し 

該当なし 

 

8．担保に供している資産  該当なし 
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9．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下の通りである。 

（単位：円） 

 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

建物 2,553,000 2,470,574 82,426 

車輌運搬具 29,377,141 26,663,932 2,713,209 

器具及び備品 5,702,675 2,457,534 3,245,141 

合計 37,632,816 31,592,040 6,040,776 

 

10．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高   該当なし 

 

11．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益  該当なし 

 

12．関連当事者との取引の内容  該当なし 

 

13．重要な偶発債務  該当なし 

 

14．重要な後発事象  該当なし 

 

15．合併又は事業の譲渡若しくは譲受けが行われた場合には、その旨及び概要  該当なし 

 

16．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明ら

かにするために必要な事項   該当なし 
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計算書類に対する注記(法人運営事業拠点区分) 

 

1．重要な会計方針 

(1)有価証券の評価基準及び評価方法 

①満期保有目的の債券等：償却原価法（定額法）によっている。 

②上記以外の有価証券 

・時価のあるもの：市場価格に基づく時価法によっている。 

・時価のないもの：移動平均法による原価法によっている。 

 

(2)たな卸資産の評価基準及び評価方法  該当なし 

 

(3)固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産：定額法によっている。 

②無形固定資産：定額法によっている。 

③リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産）：該当なし 

④長期前払費用：該当なし 

 

(4)引当金の計上基準 

①徴収不能引当金 

 債権の回収不能に備えるため、一括評価債権については過去の徴収不能額の発生割合により、個

別評価債権については個別に徴収可能性を勘案して徴収不能見込額を計上している。 

②賞与引当金 

職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。 

③退職給付引当金 

職員の退職給付に備える為、当期末における退職給付債務に基づき、当期末において発生してい

ると認められる額を計上している。 

 

(5)消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっている。 

 

2．重要な会計方針の変更  該当なし 

 

3．採用する退職給付制度 

退職給付制度は、法人の職員退職手当に関する規程に基づいて退職給付を行っている。 

 

4．拠点が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分 

当拠点区分について作成する計算書類は以下のとおりになっている。 

(1)法人運営事業拠点の計算書類(第 1 号第 4 様式、第 2 号第 4 様式、第 3 号第 4 様式) 

(2)拠点区分資金収支明細書(別紙 3⑩) 
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ア 法人運営事業 

イ 企画広報事業 

ウ 地域福祉事業 

エ ボランティアセンター運営事業 

オ 共同募金配分金事業 

カ 福祉資金貸付事業 

キ 福祉相談事業 

ク 福祉サービス利用援助事業 

ケ 成年後見事業 

(3)拠点区分事業活動明細書（別紙 3⑪） 

 サービス区分は、上記(2)資金収支明細書と同じ。 

 

5．基本財産の増減の内容及び金額 

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。 

(単位:円) 

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

定期預金 5,100,000 0 0 5,100,000 

合計 5,100,000 0 0 5,100,000 

 

6．会計基準第 3 章第 4(4)及び(6)の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩し 

該当なし 

 

7．担保に供している資産  該当なし 

 

8．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下の通りである。 

（単位：円） 

 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

建物 2,553,000 2,470,574 82,426 

車輌運搬具 29,377,141 26,663,932 2,713,209 

器具及び備品 5,589,275 2,344,135 3,245,140 

合計 37,519,416 31,478,641 6,040,775 

 

9．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高   該当なし 

 

10．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益  該当なし 

 

11．重要な後発事象  該当なし 
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12．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明ら

かにするために必要な事項   該当なし 
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計算書類に対する注記(介護保険事業拠点区分) 

 

1．重要な会計方針 

(1)有価証券の評価基準及び評価方法 

①満期保有目的の債券等：償却原価法（定額法）によっている。 

②上記以外の有価証券 

・時価のあるもの：市場価格に基づく時価法によっている。 

・時価のないもの：移動平均法による原価法によっている。 

 

(2)たな卸資産の評価基準及び評価方法  該当なし 

 

(3)固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産：定額法によっている。 

②無形固定資産：定額法によっている。 

③リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産）：該当なし 

④長期前払費用：該当なし 

 

(4)引当金の計上基準 

①徴収不能引当金 

 債権の回収不能に備えるため、一括評価債権については過去の徴収不能額の発生割合により、個

別評価債権については個別に徴収可能性を勘案して徴収不能見込額を計上している。 

②賞与引当金 

職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。 

③退職給付引当金 

職員の退職給付に備える為、当期末における退職給付債務に基づき、当期末において発生している

と認められる額を計上している。 

 

(5)消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっている。 

 

2．重要な会計方針の変更  該当なし 

 

3．採用する退職給付制度 

退職給付制度は、法人の職員退職手当に関する規程に基づいて退職給付を行っている。 

 

4．拠点が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分 

当拠点区分について作成する計算書類は以下のとおりになっている。 

(1)介護保険事業拠点の計算書類(第 1 号第 4 様式、第 2 号の第 4 様式、第 3 号第 4 様式) 

(2)拠点区分資金収支明細書(別紙 3⑩) 
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ア 居宅介護支援事業 

イ 福田地域包括支援センター運営事業 

(3)拠点区分事業活動明細書（別紙 3⑪） 

 サービス区分は、上記(2)資金収支明細書と同じ。 

 

5．基本財産の増減の内容及び金額  該当なし 

 

6．会計基準第 3 章第 4(4)及び(6)の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩し  

 該当なし 

 

7．担保に供している資産  該当なし 

 

8．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下の通りである。 

（単位：円） 

 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

器具及び備品 113,400 113,399 1 

合計 113,400 113,399 1 

 

9．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高   該当なし 

 

10．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益  該当なし 

 

11．重要な後発事象  該当なし 

 

12. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明ら

かにするために必要な事項   該当なし 
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中
央

農
協

袖
浦

支
店

運
転

資
金

と
し
て

2

遠
州

中
央

農
協

豊
田

支
店

運
転

資
金

と
し
て

6

財
産

目
録

令
和
5
年

0
3
月

3
1
日

現
在

法
 
人

:
社

会
福

祉
法

人
　

磐
田

市
社

会
福

祉
協

議
会

Ⅰ
 
資

産
の
部

　
1
 
流

動
資
産
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別
紙
4

(
単

位
:
円

)

貸
借

対
照

表
科
目

場
所

・
物

量
等

取
得

年
度

使
用

目
的
等

取
得

価
額

減
価

償
却

累
計
額

貸
借

対
照

表
価
額

財
産

目
録

令
和
5
年

0
3
月

3
1
日

現
在

法
 
人

:
社

会
福

祉
法

人
　

磐
田

市
社

会
福

祉
協

議
会

遠
州

中
央

農
協

豊
田

北
支
店

運
転

資
金

と
し
て

5

遠
州

中
央

農
協

福
田

支
店

運
転

資
金

と
し
て

6

遠
州

中
央

農
協

広
瀬

支
店

運
転

資
金

と
し
て

1

遠
州

信
用

金
庫

豊
田

支
店

運
転

資
金

と
し
て

1
5
0
,
0
00

1
9
0
,
4
2
8
,
4
18

　
　

事
業

未
収
金

居
宅

介
護

事
業
他

居
宅

介
護

事
業

介
護

報
酬
他

1
2
,
3
5
6
,
4
48

　
　

立
替
金

法
人

運
営

事
業

職
員

駐
車

場
代
金

1
6
,
6
90

　
　

前
払
金

地
域

福
祉

事
業
他

高
齢

者
サ

ロ
ン

保
険

料
他

4
8
5
,
8
15

　
　

１
年

以
内

回
収

予
定

長
期

貸
付
金

小
口

福
祉

資
金

貸
付
金

小
口

福
祉

資
金

貸
付
金

2
0
,
0
00

2
0
3
,
3
0
7
,
3
71

　
　

定
期

預
金

浜
松

磐
田

信
用

金
庫

国
府

台
支
店

基
本

財
産

と
し
て

5
,
1
0
0
,
0
00

5
,
1
0
0
,
0
00

　
　

建
物

(
法

人
運

営
拠

点
)
磐

田
市

福
田
4
0
0番

地
プ

レ
ハ

ブ
機

具
庫

2
0
0
9年

度
法

人
運

営
事

業
に

使
用

2
2
2
,
0
00

2
2
1
,
9
99

1

(
法

人
運

営
拠

点
)
磐

田
市

国
府

台
5
7
番

地
7

プ
レ

ハ
ブ

防
災

倉
庫

2
0
1
3年

度
法

人
運

営
事

業
に

使
用

1
,
3
6
5
,
0
00

1
,
3
3
0
,
8
75

3
4
,
1
25

(
法

人
運

営
拠

点
)
磐

田
市

国
府

台
3
2
番

地
7

ス
チ

ー
ル

物
置
2
棟

連
結

2
0
1
3年

度
法

人
運

営
事

業
に

使
用

6
4
4
,
0
00

6
1
1
,
8
00

3
2
,
2
00

(
法

人
運

営
拠

点
)
磐

田
市

国
府

台
3
2
番

地
7

ス
チ

ー
ル

物
置

2
0
1
3年

度
法

人
運

営
事

業
に

使
用

3
2
2
,
0
00

3
0
5
,
9
00

1
6
,
1
00

2
,
5
5
3
,
0
00

2
,
4
7
0
,
5
74

8
2
,
4
26

　
　

車
輌

運
搬
具

日
産
ｷ
ｭ
ｰ
ﾌ
ﾞ
 他

6
台

、
ﾘ
ﾔ
ｶ
ｰ
1台

法
人

運
営

事
業

に
使
用

1
3
,
7
9
3
,
8
21

1
1
,
0
8
0
,
6
14

2
,
7
1
3
,
2
07

日
野
ﾘ
ｴ
ｯ
ｾ
 
ﾏ
ｲ
ｸ
ﾛ
ﾊ
ﾞ
ｽ
 
2台

福
祉

団
体

貸
出
用

1
5
,
5
8
3
,
3
20

1
5
,
5
8
3
,
3
18

2

2
9
,
3
7
7
,
1
41

2
6
,
6
6
3
,
9
32

2
,
7
1
3
,
2
09

　
　

器
具

及
び

備
品

ﾃ
ﾝ
ﾄ、

災
害

用
物

置
他

法
人

運
営

事
業

に
使
用

5
,
5
8
9
,
2
75

2
,
3
4
4
,
1
35

3
,
2
4
5
,
1
40

小
計

流
動

資
産

合
計

　
2
 
固

定
資
産

　
(
1
)
 
 基

本
財
産

基
本

財
産

合
計

　
(
2
)
 
 そ

の
他

の
固

定
資
産

小
計

小
計
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別
紙
4

(
単

位
:
円

)

貸
借

対
照

表
科
目

場
所

・
物

量
等

取
得

年
度

使
用

目
的
等

取
得

価
額

減
価

償
却

累
計
額

貸
借

対
照

表
価
額

財
産

目
録

令
和
5
年

0
3
月

3
1
日

現
在

法
 
人

:
社

会
福

祉
法

人
　

磐
田

市
社

会
福

祉
協

議
会

会
議
ﾃ
ｰ
ﾌ
ﾞ
ﾙ他

介
護

保
険

事
業

に
使
用

1
1
3
,
4
00

1
1
3
,
3
99

1

5
,
7
0
2
,
6
75

2
,
4
5
7
,
5
34

3
,
2
4
5
,
1
41

　
　

権
利

電
話

加
入
権

法
人

運
営

事
業

に
使
用

7
4
,
9
84

会
員

会
費

シ
ス

テ
ム

法
人

運
営

事
業

に
使
用

4
0
8
,
2
40

3
9
4
,
6
32

1
3
,
6
08

ｹ
ｱ
ﾏ
ﾈ提

供
票
F
A
X送

信
シ

ス
テ
ム

介
護

保
険

事
業

に
使
用

2
4
9
,
4
80

2
3
7
,
0
06

1
2
,
4
74

6
5
7
,
7
20

6
3
1
,
6
38

2
6
,
0
82

　
　

長
期

貸
付
金

小
口

福
祉

資
金

貸
付
金

小
口

福
祉

資
金

貸
付

金
と

し
て

貸
付
中

で
あ
る

3
2
1
,
0
00

善
意

銀
行

貸
付
金

善
意

銀
行

貸
付

金
と

し
て

貸
付

中
で
あ

る
2
5
,
0
00

3
4
6
,
0
00

　
　

退
職

給
付

引
当

資
産

静
岡

銀
行

磐
田

支
店
(
定

期
預

金
)

職
員

の
退

職
金

支
払

の
た

め
に

積
立
し

て
い
る

1
4
,
5
0
4
,
0
36

浜
松

磐
田

信
用

金
庫

国
府

台
支

店
(
普

通
預

金
）

職
員

の
退

職
金

支
払

の
た

め
に

積
立

し
て
い

る
1
9
,
4
7
4
,
0
10

浜
松

磐
田

信
用

金
庫

国
府

台
支

店
(
定

期
預

金
）

職
員

の
退

職
金

支
払

の
た

め
に

積
立

し
て
い

る
5
5
,
0
0
0
,
0
00

1
5
3回

国
債
5
年

職
員

の
退

職
金

支
払

の
た

め
に

積
立
し

て
い
る

4
9
,
9
0
5
,
5
00

1
5
3回

国
債
5
年

　
評

価
益

職
員

の
退

職
金

支
払

の
た

め
に

積
立
し

て
い
る

1
9
,
5
00

1
3
8
,
9
0
3
,
0
46

　
　

福
祉

基
金

積
立

資
産

浜
松

磐
田

信
用

金
庫

国
府

台
支

店
(
普

通
預

金
）

【
控

除
対

象
】

社
会

福
祉

事
業

に
活

用
す
る

た
め

積
立

し
て

い
る

5
,
1
7
5
,
1
43

第
1
6
5回

日
本

高
速

道
路

保
有

・
債

務
返

済
機

構
債
3
0
年

【
控

除
対

象
】

社
会

福
祉

事
業

に
活

用
す
る

た
め

積
立

し
て

い
る

1
0
0
,
0
0
0
,
0
00

第
1
6
5回

日
本

高
速

道
路

保
有

・
債

務
返

済
機

構
債
3
0
年

　
評

価
益

社
会

福
祉

事
業

に
活

用
す

る
た

め
積

立
し
て

い
る

5
,
5
8
0
,
0
00

浜
松

磐
田

信
用

金
庫

国
府

台
支

店
(
定

期
預

金
)

【
控

除
対

象
】

社
会

福
祉

事
業

に
活

用
す
る

た
め

積
立

し
て

い
る

1
5
,
0
0
0
,
0
00

小
計

　
　

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

小
計

小
計

小
計
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別
紙
4

(
単

位
:
円

)

貸
借

対
照

表
科
目

場
所

・
物

量
等

取
得

年
度

使
用

目
的
等

取
得

価
額

減
価

償
却

累
計
額

貸
借

対
照

表
価
額

財
産

目
録

令
和
5
年

0
3
月

3
1
日

現
在

法
 
人

:
社

会
福

祉
法

人
　

磐
田

市
社

会
福

祉
協

議
会

1
7
0回

国
債
2
0
年

【
控

除
対

象
】

社
会

福
祉

事
業

に
活

用
す
る

た
め

積
立

し
て

い
る

4
9
,
9
0
6
,
5
00

1
7
0回

国
債
2
0
年

　
評

価
損

【
控

除
対

象
】

社
会

福
祉

事
業

に
活

用
す
る

た
め

積
立

し
て

い
る

△
 
4
,
3
4
1
,
5
00

6
7
回

国
債
3
0
年

【
控

除
対

象
】

社
会

福
祉

事
業

に
活

用
す
る

た
め

積
立

し
て

い
る

9
9
,
8
7
3
,
0
00

6
7
回

国
債
3
0
年

　
評

価
損

社
会

福
祉

事
業

に
活

用
す

る
た

め
積
立

し
て

い
る

△
 
1
5
,
0
6
3
,
0
00

2
5
6
,
1
3
0
,
1
43

　
　

災
害

準
備

基
金

積
立

資
産

浜
松

磐
田

信
用

金
庫

国
府

台
支

店
(
定

期
預

金
)

災
害

時
の

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

派
遣

等
に

使
用
す

る
た

め
積

立
し

て
い
る

2
0
,
0
0
0
,
0
00

　
　

地
域

福
祉

事
業

積
立

資
産

遠
州

中
央

農
協

見
付

支
店
(
定

期
預

金
)

法
人

運
営

事
業

の
繰

越
金

を
積

立
し
て

い
る

3
,
5
2
1
,
8
00

浜
松

磐
田

信
用

金
庫

国
府

台
支

店
(
普

通
預

金
)

法
人

運
営

事
業

の
繰

越
金

を
積

立
し

て
い
る

1
5
,
0
0
0
,
0
00

浜
松

磐
田

信
用

金
庫

国
府

台
支

店
(
定

期
預

金
)

法
人

運
営

事
業

の
繰

越
金

を
積

立
し

て
い
る

6
4
,
4
7
8
,
2
00

8
3
,
0
0
0
,
0
00

　
　

事
業

準
備

積
立

資
産

浜
松

磐
田

信
用

金
庫

国
府

台
支

店
(
普

通
預

金
)

介
護

保
険

事
業

の
繰

越
金

を
積

立
し

て
い
る

9
3
,
5
00

浜
松

磐
田

信
用

金
庫

国
府

台
支

店
(
定

期
預

金
)

介
護

保
険

事
業

の
繰

越
金

を
積

立
し

て
い
る

6
0
,
0
0
0
,
0
00

1
7
0回

国
債
2
0
年

介
護

保
険

事
業

の
繰

越
金

を
積

立
し
て

い
る

4
9
,
9
0
6
,
5
00

1
7
0回

国
債
2
0
年

　
評

価
損

介
護

保
険

事
業

の
繰

越
金

を
積

立
し
て

い
る

△
 
4
,
3
4
1
,
5
00

1
0
5
,
6
5
8
,
5
00

　
　

減
価

償
却

積
立

資
産

浜
松

磐
田

信
用

金
庫

国
府

台
支

店
(
定

期
預

金
）

法
人

運
営

事
業

の
固

定
資

産
買

換
え

の
た
め

積
立

し
て

い
る

4
,
0
0
0
,
0
00

浜
松

磐
田

信
用

金
庫

国
府

台
支

店
(
定

期
預

金
）

介
護

保
険

事
業

の
固

定
資

産
買

換
え

の
た
め

積
立

し
て

い
る

1
,
6
0
0
,
0
00

5
,
6
0
0
,
0
00

　
　

差
入

保
証
金

エ
ミ

ネ
ン

ス
加

茂
川

事
務
所

ケ
ア

サ
ー

ビ
ス

事
業

所
敷
金

1
,
2
5
0
,
0
00

6
1
7
,
0
2
9
,
5
31

6
2
2
,
1
2
9
,
5
31

小
計

小
計

小
計

小
計

そ
の

他
の

固
定

資
産

合
計

固
定

資
産

合
計
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(
単

位
:
円

)

貸
借

対
照

表
科
目

場
所

・
物

量
等

取
得

年
度

使
用

目
的
等

取
得

価
額

減
価

償
却

累
計
額

貸
借

対
照

表
価
額

財
産

目
録

令
和
5
年

0
3
月

3
1
日

現
在

法
 
人

:
社

会
福

祉
法

人
　

磐
田

市
社

会
福

祉
協

議
会

8
2
5
,
4
3
6
,
9
02

　
　

事
業

未
払
金

社
協

運
営

費
等

補
助

金
返

還
金
他

7
,
7
2
0
,
7
89

　
　

そ
の

他
の

未
払
金

タ
ウ

ン
エ

ー
ス

バ
ン

取
得

2
,
3
2
0
,
2
40

　
　

未
払

費
用

職
員

退
職

金
、

臨
時

職
員

給
与
他

1
2
,
4
7
0
,
0
03

　
　

職
員

預
り
金

社
会

保
険
料

4
2
,
0
75

　
　

前
受
金

ﾎ
ﾞ
ﾗ
ﾝ
ﾃ
ｨ
ｱ活

動
保

険
料

1
9
,
3
90

　
　

賞
与

引
当
金

職
員

賞
与

及
び

法
定

福
利
費

1
2
,
9
8
6
,
1
61

3
5
,
5
5
8
,
6
58

　
　

退
職

給
付

引
当
金

正
規

職
員
分

1
3
8
,
8
8
3
,
5
46

1
3
8
,
8
8
3
,
5
46

1
7
4
,
4
4
2
,
2
04

6
5
0
,
9
9
4
,
6
98

(
記

載
上

の
留

意
事

項
)

・
土

地
、

建
物

が
複

数
あ

る
場

合
に

は
、

科
目

を
拠

点
区

分
毎

に
分

け
て

記
載

す
る

も
の

と
す

る。
・

同
一

の
科

目
に

つ
い

て
控

除
対

象
財

産
に

該
当

し
得

る
も

の
と

、
該

当
し

得
な

い
も

の
が

含
ま

れ
る

場
合

に
は

、
分

け
て

記
載

す
る

も
の
と
す

る
。

・
科

目
を

分
け

て
記

載
し

た
場

合
は

、
小

計
欄

を
設

け
て

、
「

貸
借

対
照

表
価

額
」

欄
と

一
致

さ
せ

る。
・

「
使

用
目

的
等

」
欄

に
は

、
社

会
福

祉
法

第
5
5
条

の
2
の

規
定

に
基

づ
く

社
会

福
祉

充
実

残
額

の
算

定
に

必
要

な
控

除
対

象
財

産
の

判
定

を行
う

た
め

、
各

資
産

の
使

用
目

的
を

簡
潔

に
記

載
す

る。
　

な
お

、
負

債
に

つ
い

て
は

、
「

使
用

目
的

等
」

欄
の

記
載

を
要

し
な

い。
・

｢
貸

借
対

照
表

価
額
｣
欄

は
、
｢
取

得
価

額
｣
欄

と
｢
減

価
償

却
累

計
額
｣
欄

の
差

額
と

同
額

に
な

る
こ

と
に

留
意

す
る
。

・
建

物
に

つ
い

て
の

み
｢
取

得
年

度
｣
欄

を
記

載
す

る
。

・
減

価
償

却
資

産
（

有
形

固
定

資
産

に
限

る
）

に
つ

い
て

は
、｢
減

価
償

却
累

計
額
｣
欄

を
記

載
す

る
。

な
お

、
減

価
償

却
累

計
額

に
は

、
減損

損
失

累
計

額
を

含
む

も
の

と
す

る
。

　
ま

た
、

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

に
つ

い
て

は
、

取
得

価
額

か
ら

貸
借

対
照

表
価

額
を

控
除

し
て

得
た

額
を

「
減

価
償

却
累

計
額

」
欄

に
記

載
す

る
。

・
車

輌
運

搬
具

の
○

○
に

は
会

社
名

と
車

種
を

記
載

す
る

こ
と

。
車

輌
番

号
は

任
意

記
載

と
す

る。
・

預
金

に
関

す
る

口
座

番
号

は
任

意
記

載
と

す
る
。

負
債

合
計

差
引

純
資
産

資
産

合
計

Ⅱ
 
負

債
の
部

　
1
 
流

動
負
債

流
動

負
債

合
計

　
2
 
固

定
負
債

固
定

負
債

合
計
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　　　　　　　　　（単位：円)

会費収入 22,736,000 22,926,751 △ 190,751
住民会費　20,879,810
賛助会費   2,046,941

寄附金収入 1,872,000 2,089,287 △ 217,287
一般寄附 　2,008,167
換金寄附　 　 81,120

経常経費補助金収入 168,644,491 160,493,286 8,151,205

市補助140,971,622
　社協運営費  　　 9,654,045
　職員設置費　　 116,813,101
　相談事業       　1,032,000
　地域福祉活動　　 8,091,917
　 (地区社協運営費 3,888,000
    ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰ    4,003,917
　　福祉団体交流　 　200,000)
　介護予防地域活動 5,380,559

共同募金配分金19,521,664
　一般募金配分金 12,530,833
　歳末募金配分金  3,301,250
　災害等準備金　　3,689,581

受託金収入 19,989,000 31,781,233 △ 11,792,233

災害ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰ　　　2,977,133
生活福祉資金　　 　　1,719,000
生活福祉資金(特例)　17,529,000
日常生活自立支援　　 2,170,500
シニアクラブ事務　　 2,000,000　他

貸付事業収入 131,000 205,000 △ 74,000 小口福祉資金及び善意銀行貸付償還

事業収入 4,846,000 4,498,000 348,000
せいかつ応援倶楽部 　  528,000
日常生活自立支援事業   647,000
成年後見事業　　　　 3,323,000

負担金収入 620,000 585,921 34,079
保険料負担金　　　　570,521
被災地応援職員派遣　 15,400

介護保険事業収入 80,480,000 84,685,271 △ 4,205,271
居宅介護支援　　 61,712,297
地域包括　    　 22,972,974

受取利息配当金収入 1,627,000 2,561,919 △ 934,919 債券運用利息等

その他の収入 166,000 1,047,002 △ 881,002
共同募金委員会人件費、ボラ保険事務
手数料、入れ歯回収手数料他

事業活動収入計 301,111,491 310,873,670 △ 9,762,179

　　　　　　　令和４年度 資金収支計算書（法人単位 説明用）

科          目 予 算 額 決 算 額 比較 説　　明

事業活動による収支

収
入
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　　　　　　　　　（単位：円)

　　　　　　　令和４年度 資金収支計算書（法人単位 説明用）

科          目 予 算 額 決 算 額 比較 説　　明

人件費支出 218,667,000 207,127,195 11,539,805
役員報酬　　　　　　  925,000
職員給与・賞与　　164,578,178　他

事業費支出 33,779,491 25,049,962 8,729,529

消耗器具備品費　    3,180,105
印刷製本費   　     3,209,489
保険料　　　　　    2,593,779
賃借料      　      5,871,003
歳末援護費       　 2,740,000 他

事務費支出 32,213,000 25,428,184 6,784,816

事務消耗品費　　　　4,346,043
水道光熱費　 　　   2,606,354
業務委託費　　　　　3,788,203
賃借料  　 　       5,030,073
土地建物賃借        2,634,888　他

貸付事業支出 350,000 175,000 175,000 小口福祉資金貸付金 18件

助成金支出 26,232,000 23,851,714 2,380,286

地区社協 　 　11,093,000
高齢者サロン　 6,260,000
配食サービス     561,515
ボラ連　    　 1,498,339
児童遊び場　　   280,000
福祉の心育成　 2,961,000
子育てサロン　　 371,000　他

負担金支出 2,000 0 2,000

事業活動支出計 311,243,491 281,632,055 29,611,436

△ 10,132,000 29,241,615 △ 39,373,615

施設整備等収入計 0 0 0

施設整備等支出計 5,100,000 4,454,240 645,760
ﾀｳﾝｴｰｽﾊﾞﾝ　　2,320,240
ﾓﾊﾞｲﾙﾊﾟｿｺﾝ　　 176,000
複合機　　　 1,958,000

△ 5,100,000 △ 4,454,240 △ 645,760

その他の活動収入計 8,914,000 8,913,154 846 退職給付引当資産取崩

その他の活動支出計 14,428,000 14,426,279 1,721 退職給付引当資産

△ 5,514,000 △ 5,513,125 △ 875

600,000 0 600,000

△ 21,346,000 19,274,250 △ 40,620,250 ①＋②＋③－④

161,441,356 161,440,624 732

140,095,356 180,714,874 △ 40,619,518 ⑤＋⑥

当期資金収支差額合計　 ⑤

前期末支払資金残高 　  ⑥

当期末支払資金残高

施設整備等資金収支差額 ②

その他の活動による収支

その他の活動資金収支差額③

予備費支出 　　　　　　④

支
　
出

事業活動資金収支差額　 ①

施設整備等による収支
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積
立

資
産

の
う

ち
有

価
証

券
は

、
市

場
価

格
に

基
づ

く
時

価
法

に
よ

る
評

価
を

し
て

い
る

。
　

　
（
＊

R
2
計

上
額

の
う

ち
、

評
価

益
1
5
,5

0
4千

円
　

＊
R

3
計

上
額

の
う

ち
、

評
価

益
2
,5

0
4千

円
。

＊
R

4
計

上
額

の
う

ち
、

評
価

損
1
8
,1

4
6千

円
）

・
　

H
2
9
～

R
1
年

度
は

、
積

立
資

産
と

し
て

保
有

し
て

い
る

有
価

証
券

に
つ

い
て

、
市

場
価

格
に

基
づ

く
時

価
法

に
よ

る
評

価
益

を
、

「
有

価
証

券
」
と

し
て

計
上

し
て

い
る

。
　

 H
2
8
に

評
価

益
全

額
を

資
金

収
支

状
況

「
流

動
資

産
評

価
益

等
に

よ
る

資
金

増
加

額
」
に

計
上

、
財

産
状

況
で

は
「
資

産
」
の

「
そ

の
他

」
に

含
め

て
計

上
し

て
い

る
。

  
 H

2
9
～

R
1
年

度
は

、
前

年
度

対
比

の
評

価
益

及
び

評
価

損
を

「
流

動
資

産
評

価
益

等
に

よ
る

資
金

増
加

額
」
ま

た
は

「
流

動
資

産
評

価
損

等
に

よ
る

資
金

減
少

額
」
に

計
上

し
て

い
る

。
　

 財
産

状
況

で
は

、
「
資

産
」
の

「
そ

の
他

」
に

含
め

て
計

上
し

て
い

る
。

・
　

R
3
「
流

動
資

産
評

価
損

等
に

よ
る

資
金

減
少

額
」
は

、
立

替
金

処
理

に
よ

る
も

の
。

　
（
参

考
資

料
）
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算
　

　
　

額
　

　
　

の
　

　
　

推
　

　
　

移

H
2
9

H
3
0

区
分

科
　

　
目

負 債 純
資

産
（
資

産
計

－
負

債
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R
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R
2

R
3

資 金 収 支 状 況

収 入 支 出

積
立

預
金

保
有

率
(積

立
預

金
÷

資
産

計
）

純
資

産
（
自

己
資

本
）
率

（
純

資
産

÷
資

産
計

）

（
単

位
：
千

円
）

R
4

資
金

収
支

差
額

資
金

収
支

差
額

率
（
資

金
収

支
差

額
÷

収
入

計
）

自
主

財
源

率
（
会

費
+
介

護
+
利

息
+
そ

の
他

÷
収

入
計

）

人
件

費
率

（
人

件
費

÷
収

入
計

）

財 産 状 況

資 産
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